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Ⅰ はじめに
国立研究開発法人 建築研究所では、世界の地震・津波
災害軽減に貢献するため、独立行政法人 国際協力機構
（JICA）との協力により、開発途上国の政府系機関・大学の
研究者・技術者を 国際地震工学センター(IISEE)で実施し
ている国際地震工学研修事業に受け入れている。円滑な研
修事業の実施と効果の最大化を目的として、地震・津波防
災関係機関の指導層・中堅層・若手層の各々に対応した研
修コースやメニューを柔軟に用意し、対象機関に対する重層
的かつ効率的な能力強化、最新の技術と知見の指導を併
行して実施している。これらの対象機関は、しばしば政府開
発援助（ODA）による開発途上国対象の技術協力プロジェ
クト等のカウンターパート機関であり、研修修了生は帰国後、
各々の立場で日本のODA事業などに拠り地震災害軽減に
尽力し成果を挙げている。

1960年の開始以来、研修修了生は105ヶ国1,915名に
達した。2005年度から通年研修が政策研究大学院と連携
し、2019年9月末までに、289名が修士号を取得している。

研修修了生の中には、政府高官、国立研究所や建築基準
対応部署の幹部、大学教授、など多数を数え、地震・津波防
災に関する専門的人材の世界的ネットワークを形成している。
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また、比較的大規模な技術協力プロジェクト等のカウンター
パート機関のうち、研修修了生が幹部を務める組織（現在
10ヵ国）と連携し、UNESCO-IPRED(建築・住宅地震防災
国際ネットワークプロジェクト)を結成、情報共有及び普及を推
進している。
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Ⅰ はじめに (続き)

国際地震工学研修事業は、国際地震工学センター
（IISEE）の職員を中心に、建築研究所、国土技術政策総
合研究所、土木研究所、港湾空港技術研究所等の協力に
拠り実施されており、また、広い学問領域をカバーするため、
大学等の教育・研究機関から第一線級の講師を招いてい
る。また、本研修事業の改善のため、地震学・地震工学・津
波学に関する研修及び知識、技術の普及活動に関するア
ドバイスを頂く「国際地震工学研修・普及会議」と、その下
部組織として、地震工学通年研修のカリキュラムに最新の
情報を取り込むための検討を行う「カリキュラム部会」を設
置、また研修外部評価を導入し、研修のより一層の充実を
はかっている。
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研修事業のPDCAサイクル

国際地震工学研修を建築研究所が実施することの意義

開発途上国では、防災対策の未熟さ故に、地震・津波災害が拡大
する傾向にある。こうした地震関連災害の軽減を図る上で、開発途
上国の若い世代の技術者、研究者の人材育成は極めて重要である。
建築研究所は、地震学・地震工学・津波学の研究者を擁し、当該
分野の最先端の知見と経験、類い希なる実験施設を有している。こ
れらにより、充実した研修を実施することが可能となる。例えば、長周
期地震動や免震建築物などの研究・実験は、近年開発途上国でも
大きな関心が寄せられており、研修生は、担当研究者から直接研修
を受け、またその実験を実際に見学・参加することができる。本研修
を建築研究所で実施することによって、60年にわたる研修実績で蓄
積したノウハウと、公的研究機関としての知見を活用でき、また、大
学・研究機関等との連携を利用した人的ネットワークによる外部講
師の確保が可能となる。
建築研究所としても、本研修によって培われた研修修了生との強
固なネットワークにより、国際的な名声を博すると同時に、地震情報
の収集、国際的な研究ネットワークの構築、共同研究の推進等が可
能となる。このようにして出来上がった建築研究所における研修実施
体制は、他の機関において容易に構築できるものではない。
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Ⅰ はじめに (続き)

国際的な防災枠組みの中での国際地震工学研修

・【仙台防災枠組2015-2030】

Ⅲ 指導原則。

「途上国には財政支援，技術移転，能力構築を通じた支援
が必要。」

Ⅳ優先行動。

優先事項１：災害リスクの理解。

優 先 事 項 ３ ： 強 靭 化 に 向 け た 防 災 へ の 投 資
(土地利用，建築基準)。

Ⅵ国際協力とグローバル・パートナーシップ。

「途上国には，国際協力と開発のためのグローバル・パート
ナーシップを通した，資金，技術移転，能力構築による実
施手段の強化が必要」。
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・【持続可能な開発のための2030アジェンダ(SDGS) 】

11. 都市と人間の居住地を包摂的、安全、強靭かつ持続
可能にする

11.b 2020年までに、包含、資源効率、気候変動の緩和と
適応、災害に対する強靱さ（レジリエンス）を目指す
総合的政策及び計画を導入・実施した都市及び人
間居住地の件数を大幅に増加させ、仙台防災枠組
2015-2030に沿って、あらゆるレベルでの総合的
な災害リスク管理の策定と実施を行う。

・【開発協力大綱】の該当部分

Ⅱ 重点政策 （１）重点課題

ウ 地球規模課題への取組を通じた持続可能で強靱な国
際社会の構築

・【平成30年度開発協力重点方針】の該当部分

重点② ＳＤＧｓ達成に向けたグローバルな課題への対処と
人間の安全保障の推進
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Ⅱ 国際地震工学研修のあゆみ
1) 国際地震工学研修開始と国際地震工学部創設の経緯

• 1950年代後半、日本は、高度経済成長期に入った。

• 地震災害の頻発する開発途上国から、地震学・地震工学を学
びに来る若手研究者・技術者が目立って増え出した。

• 折しも、第2回世界地震工学会議を日本で1960年7月に開催
することが、世界地震工学協会で決まっていた。

• 日本側と国連機関との折衝を1959年頃に開始。

• 1960年3月、 「国際地震工学トレーニングセンター設立推進委
員会（委員長：那須信治東大地震研究所長）」設立

• 同年4月、東大内に「国際地震工学研修特別委員会（会長：
茅誠司東大総長）」設立、同年7月から9ヶ月間の第１回研修
コース開始（於東大生産研（六本木））。

• 10ヶ国から地震学7名、地震工学8名が参加。アジア協会(海外
技術協力事業団(OTCA)の前身)、及びラテンアメリカ協会が
合わせて14名分の政府奨学金の窓口として、これを支え、これ
に国連拡大援助計画奨学金により台湾（中華民国）から1名
が加わった。

• 研修生は、研修期間中に第2回世界地震工学会議に参加。
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国際地震工学トレーニングセンター開所式（於東京大学、
1960.6月、アジア協会誌1960.7月号）

第１回研修参加者（アジア協会誌1960.7月号）
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Ⅱ 国際地震工学研修のあゆみ
1) 国際地震工学研修の開始と国際地震工学部の創設の経緯
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• 日本が自主的に始めた研修事業への関係各国からの注
目と参加希望。

• 研修事業を恒久的なものにする為に、建設省建築研究所
(所長：竹山謙三郎)が担当となり、専従組織 (国際地震
工学部)を同研究所内（東京都新宿区百人町）に設け、事
業運営に当てることとなった。

• 建築研究所が、1961年7月第2回研修コースを運営（於
早稲田大学内藤記念館）

• 1962年1月、建設省建築研究所国際地震工学部（国際
地 震 工 学 研 修 所 (International Institute of
Seismology and Earthquake Engineering, 略称
IISEE）発足。第2回研修コースは場所を同部建物（新宿
百人町）に移す。

• 同年6月OTCA発足。その後研修を支えて行く。

• 1963年開始の第3回研修から、毎年9月開催の1年間
コースとなった。

国際地震・地震工学研修所全景（新宿区百人町）

国際地震工学研修連絡会議（1961年6月、19６６年7月）

・ 研修事業の将来像と円滑な実施等の議論のため、関係
行政教育研究機関代表と当時の指導的学識経験者を委
員として開催された。

・第１回会議委員である錚々たる学識経験者の中に、唯一
の名誉教授として、「塔の先生」こと早稲田大学名誉教授
内藤多仲博士の名が残る。

国際地震工学研修協議会

・１962年11月から、研修事業の円滑な運営を図るために、

ほぼ毎年開催。

・その後、名称を変えつつ存続し、現在は国際地震工学研
修・普及会議として実施している。
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Ⅱ 国際地震工学研修のあゆみ

２）20世紀の国際地震工学研修
２－１）UNESCOとの共同事業期
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第一次共同事業期国際顧問。左から表俊一郎初代部長、
K. Birick 博士 (UNESCO代表 ), 国際顧問Y. V.
Riznichenco 博士(ソ連) 及びR. Stoneley博士（英）

スタッフ・ミーティング、左端山東部長、時計回りに松島第二
耐震工学室長、寺島応用地震学室長、渡部第一耐震工学室
長、アダムス、ベルテロ両ユネスコ専門家

• 第１次：1963年9月～1968年8月、第２次：1968年9月～
1972年8月。

• ユネスコの資金（専門家派遣、奨学金他）と日本政府（建設省
建築研究所負担分とOTCA奨学金）により運営。

• 国際顧問団が定期的に研修所の科学的及び技術的総合計
画を審査することで運営支援。

• ユネスコ専門家による研修・研究活動支援。

• 援助活動（技術支援）の開始。1962年イランでの大地震。

• 1964年11月、世界標準地震計が米国地質調査所（USGS）
から寄贈された。

• 1964年、個人研修レポート集（英文）発行開始。

• 同年、Year Book(研修参加者名簿、英文)発行開始。

• 1965年、IISEE Bulletin発行開始。

• 上級コースの設置（1968年9月）。学位既得者対象の研究志
向。その後、個別コースと名称を変更し、現在も存続。

• 1972年4月、奥多摩地震観測実修所完成。
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Ⅱ 国際地震工学研修のあゆみ

２）20世紀の国際地震工学研修
2-2)日本政府による単独事業期
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• 第Ⅰ期 1972年9月～1990年7月、第Ⅱ期 1990年9月～
1999年7月。

• 国際地震工学研修事業はUNESCOから独立。日本政府に引
き継がれ、主務官庁は建設省、所属は建築研究所国際地震工
学部として、目的・内容は従来通り継続。

• 1972年9月、国際地震学および地震工学研修年報発行開始。

• 1974年8月、国際協力事業団(JICA)がOTCA等の統合によ
り発足。国際地震工学研修事業はJICAの集団及び個別研修
のコースとして、建設省とJICAの共同事業となった。

• 1979年3月建築研究所が筑波研究学園都市へ移転。

• 1980年から「地震工学セミナー」コース（隔年開催）開始。
2001年まで存続。

• 1982年、第三国研修開始（インドネシア）

• 1985年、ユネスコ専門家派遣再開。１９９５年まで存続。

• 1991年、広帯域地震観測施設（八丈島）整備。

• 1992年、30周年記念行事。

• 1995年11月、グローバル地震観測コース開始。

• 1998年、IDNDR-RADIUSセミナー実施。
通算1000人目の研修生の為の記念植樹（1999年）

1998年地震工学セミナー（IDNDR-RADIUSセミ
ナー）の研修生
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Ⅱ 国際地震工学研修のあゆみ

３）21世紀の国際地震工学研修
日本政府単独事業
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• 第Ⅲ期 1999年9月～2004年7月、第Ⅳ期 2004年10
月～2015年9月、第Ⅴ期 2015年10月～現在。

• 2001年４月、建築研究所国際地震工学部は独立行政法
人建築研究所国際地震工学センターとなる。

• 2001年8月、国際地震工学セミナーコース廃止。

• 2002年、IISEE設立40周年記念行事。

• 2005年、通年研修内に津波防災コース開始。

• 2007年、ユネスコ専門家派遣再開。2013年まで存続。

• 同年、UNESCOとIISEEが中心となり、「建築・住宅地震
防災国際ネットワークプロジェクト:IPRED」を開始。

• 2011年3月11日、東日本大震災発生。

• 2014年、中南米地震工学コース開始。

• 2015年3月国連防災世界会議(WCDRR)仙台会議開催。

• 2015年5月、強震観測事業及び国際地震工学研修事業
を通じた地震工学の発展への貢献に対して、建築研究所
が日本地震工学会より功績賞を贈呈された。

• 2016年、国際地震工学研修事業の外部評価を開始。

K. Aki博士による地震学セミナー(2001年）

WCDRRに参加した研修生(2015年3月）
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Ⅱ 国際地震工学研修のあゆみ

３）21世紀の国際地震工学研修（続き）
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21世紀に入ってからは、次に述べる中国耐震建築研修（2004年から2009年まで）、1960年から実施している通年
研修、1995年に開始したグローバル地震観測研修、2014年に開始した中南米地震工学研修の４研修コースを実施し
ている。

これらの研修コースは、基本的にJICAと連携して実施されている。この為、各修コースの創設・廃止はJICAとの協議
により決定される。継続する場合も、JICAの制度に基づき3年毎のコース見直しが原則となっている。通年研修は、令和3
年度に次の見直しを迎える。

研修コース 専門分野 研修生概数 期間 開始年 研修修了者数 備考

通年研修

地震学 地震学

20名程度
1年（10月
～翌年9月）

1960
559

1915
(105ヶ国)
これには、
20世紀中に
廃止した研
修コース修
了生を含む

若手対象
修士プログラムと
連携

耐震工学 地震工学 577

津波防災 津波防災 2006 58

中南米地震工学研修 地震工学 10-15名程度 2ヶ月強 2014 92 西語、中堅対象

グローバル地震観測研修 地震学 10-15名程度 2ヶ月 1995 270 核実験探知技術

中国耐震建築研修 地震工学 20名程度 2ヶ月 2009 72 中国語、指導人材

個別研修（含上級コース） 全分野 若干名 随時 1968 112
研究

21世紀の研修コース分類表（2020年3月末時点）
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Ⅱ 国際地震工学研修のあゆみ
３）21世紀の国際地震工学研修

３－１）中国耐震建築研修
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2009年6月、日本政府は、2008年5月12日に発生した中国四
川大地震からの復興支援の一環として、「耐震建築人材育成プロ
ジェクト」を国際協力機構(JICA)の技術協力プロジェクトとして、4
年間実施した。これは、建築物の耐震性確保のための中国の構造技
術者等の育成を目的とした、専門家派遣、本邦研修及び中国国内
研修などの戦略的組み合わせであった。

建築研究所（IISEE）では、本邦研修のうち「耐震建築の設計・
診断・補強コース」を担当し、中国から毎年約20名、総計72名の指
導的構造技術者を受け入れ、約2ヶ月の研修期間において、建築物
の耐震設計・診断・補強に関する講義および現場見学等を実施した。
これらの研修生は帰国後、自国の中核的構造技術者に対する講習
を8都市において延べ10回実施し、324名を育成した。さらに、これ
らの中核的構造技術者が一般構造技術者に対する講習を23自治
体において延べ33回実施し、総計8,833名の技術人材を育成した。

なお、本邦研修での講義に使われている言語は研修事業開始以
来一貫して英語であったが、この「耐震建築の設計・診断・補強コー
ス」では普及促進の為に、講義資料を全て中国語に翻訳し、講義は
中国語への逐次通訳を配置して実施した。

2009年度中国耐震建築研修コース研修生

耐震建築人材育成プロジェクト：人材育成の推移
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Ⅱ 国際地震工学研修のあゆみ
３）21世紀の国際地震工学研修

３－2）通年研修（地震学・耐震工学・津波防災）
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永年の懸案であった通年研修修了生への修士号学位の授与につ
いて、政策研究大学院大学(GRIPS)、JICA及び建築研究所との間で、
漸く合意に達し、2005-2006年の通年研修から修士プログラムと連
携することになった。これにより、通年研修の研修生は所要の単位を修
得すれば、1年間の研修で修士号(現在は、Master of Disaster
Management)を取得できるようになり、2006年9月、19名の通年
研修修了生に初めての「修士号」学位を授与した。この連携プログラ
ムは現在まで引き継がれている。20２０年３月末日現在、通年研修の
研修修了生数は、81ヶ国、1,19４名、内289名が修士号を取得した。

2004年スマトラ島沖地震によるインド洋大津波による甚大な被害
を鑑み、津波災害の被害を軽減するため、2006-2007年の研修から、
「津波防災コース」を加えて実施することとなった。

通年研修は、2015年9月まで、JICA課題別研修「地震・耐震・防
災復興」、津波防災コースは課題別研修「津波防災」として、2本立て
で研修生の募集等を実施していたが、2015年10月から、これらが
JICA課題別研修「地震学・耐震工学・津波防災」として一本化された。
その後も、最新の技術、研究成果を取り入れつつ、募集人数やカリキュ
ラム等ほぼ変更なく継続している。

江戸東京博物館視察(2019年1１月)

通年研修開講式 緑川理事長の挨拶 (2019年１０月)
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14３－2）通年研修（地震学・耐震工学・津波防災, 201８-2019)

閉講式(2019年9月)

政策研究大学院学位授与式(2019年9月)

石井国土交通大臣表敬(2019年9月)

個人研修最終発表会(2019年8月)

ジェネラル・ミーティング(2019年８月)

講義風景(地震工学コース、2019年1月)
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Ⅱ 国際地震工学研修のあゆみ
３）21世紀の国際地震工学研修
３－2）通年研修（地震学・耐震工学・津波防災）
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地震学コースは、地震や地震ハザードに関する高度な知
識と技術を習得することを目標としています。研修生は、開
発途上国の地震観測や地震防災担当機関から派遣されて
いる。

講義は、研修生が帰国後に有効に活用できるように地震
ハザード、リスク評価や地震防災政策等が含まれる。この他、
実習、見学、国際会議への参加等も実施している。

Selected Abstract of 2018-19 Course

2018年度通年研修の野外実習（2019年3月、建研構内） http://iisee.kenken.go.jp/syndb/



国立研究開発法人 建築研究所 Building Research Institute

Ⅱ 国際地震工学研修のあゆみ
３）21世紀の国際地震工学研修
３－2）通年研修（地震学・耐震工学・津波防災）
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構造物被害とそれに起因する人的被害を減らすことを目
標としています。研修生は、主に政府や大学の研究者・技術
者である。

講義は、基礎（構造解析、構造動力学、鉄筋コンクリート
構造、鋼構造等の各種耐震構造）から最新技術（免震制震
技術、耐震極限設計法）まで網羅している。これらは、講義、
実習、見学と体系立てて実施している。

Selected Abstract of 2018-19 Course

2019年度通年研修の講義風景（2020年3月） http://iisee.kenken.go.jp/syndb/



国立研究開発法人 建築研究所 Building Research Institute

Ⅱ 国際地震工学研修のあゆみ
３）21世紀の国際地震工学研修
３－2）通年研修（地震学・耐震工学・津波防災）
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津波防災コースは、平成１６年のスマトラ島沖地震によっ
て引き起こされた巨大津波を契機として平成１８年に開始さ
れた。

講義では、地震及び津波に関する先進的な教育と技術
を提供している。研修生は、専門家として、研修で修得した
津波防災のための知識や技術を活用・普及し、更に津波ハ
ザード評価や津波早期警報システムを各国へ伝える。

http://iisee.kenken.go.jp/syndb/

Selected Abstract of 2018-19 Course

2019年度通年研修東北視察旅行（2019年11月、大船渡）
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Ⅱ 国際地震工学研修のあゆみ
３）21世紀の国際地震工学研修

3-3）グローバル地震観測研修

グローバル地震観測研修は、グローバル地震観測分野におけ
る最新の技術や知識を習得し、核実験探知観測網において重
要な役割を果たせる人材を養成することを目的として、約2か月
間（1月～3月）実施している。

本研修は、1994年度に軍縮、特に核軍縮推進のための我が
国の更なる積極的な国際貢献策として、全世界に地震学観測
技術を頒布し、世界的な地震観測基地網の充実により、核保有
国の核実験抑制を目的とする地震学の手法を活用した研修の
実施について外務省から建設省（現国土交通省）へ打診があっ
た。これを受けて、建築研究所が、これまで国際地震工学研修を
実施してきた豊富な経験と蓄積を生かし、地震学的な核実験検
証技術移転だけでなく、本研修を通じて地震観測・解析技術を
地震発生頻度が低い国も含めた世界中に広め、地震災害の軽
減に役立てる研修として、1995年度から始まった。カリキュラム
の約3/4は一般的な地震観測技術、地震波のデータ解析技術
に関する講義、実習が占めている。

研修修了生数は20２０年3月末日で、78ヵ国2７０名に達した。
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2018年度グローバル地震観測研修（2019年1月）

2018年度グローバル地震観測研修（2019年2月）
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Ⅱ 国際地震工学研修のあゆみ
３）21世紀の国際地震工学研修

3-4）中南米地震工学研修
中南米諸国は、地震が頻発する地域であるが耐震建築の技術普及が遅
れており、これまで地震に因る地すべり、建物倒壊等により、多くの人的・物
的被害が発生している。そこで、中南米地震工学研修（JICA課題別研修、
中南米｢建物耐震技術の向上・普及｣研修）コースを、中南米諸国の専門家
が参加しやすく、さらに研修効果を上げるために西語を教授言語として、耐
震工学の短期コースを2014年度に開始し、現在に至っている。

本研修では、研修生が耐震設計・施工・診断・補強の技術と制度を講義・
構造実験・現場見学により学ぶことにより、自国での耐震建築の普及、及び
耐震建築技術者の育成により、将来の地震発生時の被害を軽減させること
を目的としている。

本研修では、2017年度から、技術者や研究者と建築担当の行政官との
相互理解や人脈形成により、中南米諸国の耐震対策が緊要と考えられる住
宅、学校、病院等の建築物に関する耐震技術の普及を図るため、建築担当
の行政官（行政官グループ）を研修対象者に加え、技術者や研究者（構造
技術者グループ）と一緒に本邦研修を受講させている。

本研修のカリキュラムは、研修修了生が実験や研修の成果をより早く自国
にもたらすことができるようにするため、建築研究所で実施する講義を主とし
た本邦研修と、構造実験を主とした在外補完研修の2つで構成されている。
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2019年度中南米地震工学研修本邦研修講義
風景（IISEE講堂）

2019年度中南米地震工学研修関西視察
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Ⅱ 国際地震工学研修のあゆみ
３）21世紀の国際地震工学研修

3-4）中南米地震工学研修 (続き)

本邦研修は，耐震工学概論から始まり，各種構造の耐震
設計・診断・補強までの広い範囲をカバーしている。また，視
察先としてコンクリートおよびコンクリートブロックの製造工場，
兵庫県三木市のE-ディフェンス（防災科学技術研究所）や
名古屋大学減災館を訪れ、日本の耐震技術を学んでいる。

在外補完研修は，研修期間の終盤2週間を使って、エルサ
ルバドルにある国立エルサルバドル大学（UES）と私立ホセ・
シメオン・カニャス中米大学（UCA）で実施している。現地で
使用される建築材料を用いた構造実験が用意され、研修生
及び10名程度の現地参加者は積極的に参加している。これ
らの構造実験は，2003年から2012年までエルサルバドル
において実施された JICAの技術協力プロジェクト
“TAISHIN”における研究と人材育成の成果及び機材投入
を踏まえて実施されている。すなわち、講師を務めるのは、主
としてプロジェクト期間中に通年研修耐震工学コースに参加
した研修修了生である。

20２０年３月末日現在で、研修修了生数は11ヵ国92名で
ある。
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2019年度中在外補完研修での構造実験（上UES、下UCA）
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Ⅱ 国際地震工学研修のあゆみ
４）人材育成の効果

研修修了生は、それぞれの母国で、地震・津波災害の軽
減、社会の強靭化に各々の立場で尽力している。技術協
力や最新の技術情報収集のための派遣等を通じて、最近、
面会し意見交換等をすることができた人の中には、閣僚、
行政機関や研究所の幹部、大学教授などの指導的な立
場に就いている者も大勢いる。

人材の育成は一朝一夕にできるものではなく、この状況
は長期的な途上国支援の成果といえる。国際地震工学研
修の研修修了生数は1,91５名と限られているが、開発途
上国の行政・教育分野の指導的人材を育成してきている
ので、波及効果により、日本政府の途上国支援としての効
果は更に大きなものとなっている。

帰国後各々の立場で生きて行く研修終了生との連絡を
緊密に保つのは容易ではない。特に帰国後10年以上も経
ると連絡が取れない人も出て来る。世界地震工学会議や
アジア地震学会等の開発途上国から多くが参加する国際
会議等の折に、思いがけず研修修了生が名乗りでること
も多い。
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Julio Kuroiwa博士(1961-
62、ペルー）JICA 日本-ペ
ルー地震防災センタープロ
ジェクトの現地側責任者
ペルー地震工学会の重鎮

Jeanette Fernandez博士
(1982-83, Ecuador)
元大学教授、2002年エクアドル
耐震基準改定の責任者

Harsh Gupta博士
(1966-67, India)
元インド海洋開発部政府長官
元インド国立地球物理学研究所長、
アジア地震学会初代会長
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Ⅱ 国際地震工学研修のあゆみ
４）人材育成の効果
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支援対象機関に対する重層的かつ効率的な能力強化、
技術指導を技術協力プロジェクトと連携した研修を通じて、
最新の知識技術を持つ研修修了生の集団を実現した例とし
て、インドネシアとエルサルバドルの例を紹介する。
インドネシア気象気候地球物理庁(BMKG) 、気象気候地

球物理大学校(STMKG)に所属する研修修了生の中には、
BMKG地震津波センター長の Rahmat氏を筆頭に 、
Division長（5名）やSub Division長（９名）の要職に就い
ている方も多く、BMKGで大いに活躍している。STMKGは
BMKG所属の大学で、Slamet学長、Subakti副学長を筆頭
に、研修修了生の講師たちが活躍している。
エルサルバトルでも、多くの研修修了生が公共事業省

(MOP)等の行政機関や大学等の研究機関に活躍の場を見
出している。公共事業省では、副大臣を筆頭に防災政策の立
案、遂行等に取り組んでいるほか、少なくとも9名が専門技術
者として公共建物やインフラの設計、検査、維持管理等に従
事している。一方、大学では、国立エルサルバドル大学建築
工学部長を筆頭に既に教授クラスに達し指導的役割を果た
している者が10名程度見られる。同様の例は、ここで挙げた
2ヵ国だけにはとどまらない。

Emilio Martin Ventura Diaz氏：
(エルサルバドル)公共事業・運輸・
住宅・都市開発省副大臣（公共事
業担当）の建築研究所訪問

2019 年1 月に、JICA エルサルバドル事務所主催で実施された、
「地震学・耐震工学・津波防災」コースの帰国研修生同窓会・功績を
ねぎらう会の様子。
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Ⅱ 国際地震工学研修のあゆみ
４）人材育成の効果 （続き）

研修を継続して実施していく上で、研修効果を定量的に
把握することが、研修内容の改善のために重要である。
IISEEでは、研修中に受講者へのアンケートを毎回実施す
るなど、研修効果の定量的把握に努めている。また、途上国
支援としての研修効果を測る手法の一つとして、研修修了
生の動向調査を随時行っている。

途上国支援としての研修効果の検証・検討を目的として、
国際地震工学通年研修の修了生を対象としたアンケートを
2010年、2014年、及び2017年に実施した。

修士プログラム導入(2005年度)以後の「大変有益であ
る」の割合が高い。
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2017年のアンケート 質問①で「大変有益である」、「 有益である」と
回答した人が挙げた理由（2005-2006コース～2016-2017コース
の「学位取得に有益であった」という回答に対しては、政策研究大学院
大学の修士プログラム以外に言及している場合のみを集計した）。



国立研究開発法人 建築研究所 Building Research Institute

Ⅲ 開発途上国への技術協力との連携
地震災害を受けた開発途上国への震災調査、復興計画支
援、地震観測点改善指導、講師派遣等の技術協力は、研修
事業が開始された当時は「助言活動」或いは「援助活動」と
呼ばれた。1962年にイランで起きた大震災に、職員が
OTCAから現地に派遣され被害調査を行ったのが、記録に残
る最初の助言活動である。その後も、ほぼ毎年のように
UNESCO、国連開発計画、日本政府等からの資金提供を受
けて技術協力が行われた。第2次共同事業には、技術協力は
実施すべき活動事項として位置づけられた。

単独事業第Ⅰ期では、13ヶ国以上への派遣、グアテマラ地
震（1976年）、ルーマニア地震（1977年）、アルジェリア地
震（1980年）及び同年の南イタリア地震の際の被害調査に
職員が派遣されている。この頃から、地震防災計画等を含め
た地震工学に関する基準、計画作成、そしてそれらに関するセ
ミナーが行われるようになった。

1980年代からは、現地に地震工学を主務とする研究所を、
国際協力事業団の資金で設立或いは大型機材と技術支援
を組み合わせる、いわゆるセンタープロジェクトと呼ばれた大
規模な技術協力が始まった。引き続き行われた第三国研修も、
この中に含めて記録されている。

24

プロジェクト方式技術協力（技術協力プロジェクト）: インドネシア (80-86、07-10)
ペルー (86-91、00-01)
メキシコ (90-97)
トルコ (93-00)
ルーマニア (02-07) 
エルサルバドル (03-08、10-12)
ニカラグア (10-13)
チリ (15-19)

ミニプロ： カザフスタン (00-03)
研究協力： チリ (88-91、95-98)

エジプト (93-96)
アルジェリア (14-15)

国際緊急援助隊： トルコ、台湾 (99)
アルジェリア (03)

第三国研修： エジプト (92-98)
メキシコ (97-01)
インドネシア (81-90、93-97、99-

03)
ペルー (89-98、00-04)

科学技術研究員派遣（JICA-日本学術振興会（JSPS）連携
事業）

ニカラグア (10-11)

JST-JICA地球規模課題対応国際科学技術協力事業
(SATREPS)

ペルー (09-14)

インドネシア (09-12)
チリ (11-15)
ネパール (16-21)

大規模な技術協力に際しては、支援を受ける機関及びその
人材が予め有する能力がその成否を左右すると言っても過言
ではない。建築研究所が関与した地震工学に関する（いわゆ
る）センタープロジェクトでは、国際地震工学研修で長年に渉っ
て地道に育成して来た人材が、実施に大いに貢献することと
なった。

地震防災分野における建築研究所が実施、参画した技術協力
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Ⅲ 開発途上国への技術協力との連携（続き）
エルサルバドルでは、1964年から約40年間の断続的な研修
生受け入れによる人材育成の歴史を踏まえ、「エルサルバドル
共和国耐震普及住宅の耐震普及技術改善プロジェクト」
(2003-2008)が開始され、低所得者向け普及住宅として、ブ
ロックパネル造、改良アドベ造、ソイルセメントブロックを用いた
枠組み組積造、コンクリートブロック造の４工法を取り上げ、それ
ぞれについて材料及び構造実験を実施して普及用の施工マ
ニュアルを作成し、普及のためのモデル住宅の建設を通した施
工指導を行った。この成果を踏まえ、「低・中所得者向け耐震住
宅の建築技術・普及体制改善プロジェクト」（2009-2012）に
より、耐震住宅の実験研究からその建設促進へと展開させるた
め、建築行政の強化や制度整備を支援した。これらのプロジェク
トを通じて、技術移転先は、住宅都市開発庁(MOP)、エルサル
バドル国立大学及びホセ・シメオン・カニャス中米大学等であっ
た。その具体的な成果として、ブロックパネル造については、一般
的な技術基準ではなく、国のマニュアルが、他の3工法について
は、プロジェクトの成果を基に、住宅都市開発庁及び大学等関
係機関が協力して国の正式な技術基準化に取り組み、2014年
に法的位置づけのある技術基準が、各々制定された。その後、
中南米地震工学研修在外補完研修が、上記2大学を実施機関
として2014年に始まり、現在に至っている。

25

エルサルバドルの技術協力で検討対象となった構造
（建築研究資料174）
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Ⅲ 開発途上国への技術協力との連携

UNESCOとの連携
建築・住宅地震防災国際ネットワークプロジェクト
（UNESCO-IPRED）は、UNESCOと国土交通省及び国立
研究開発法人建築研究所(IISEE)の協力により、建築物の
地震防災に関する国際ネットワークの構築、大震災発生後の
現地調査を実施する為の国際的な専門家派遣システムの構
築等を目的として、2008年に開始された。現在は、日本及び
10のメンバー国で構成され、建築研究所(IISEE)は、その中
核機関(Center of Excellence)として活動を推進している。
これらの国からの参加機関となっているのは、以前にJICAの
比較的大規模な技術協力プロジェクトのカウンターパートとな
り、現在も研修修了生が幹部として活躍し、また、新たに研修
生を派遣している研究機関、大学である。

IPREDの主な目的は、以下の通りである。

・IISEE/BRIの国際地震工学研修卒業生の人的ネットワー
クに拠る、震災に襲われた国への専門家派遣システムの確立。

・建築・住宅分野での地震防災に利する地震学・地震工学
に関する共同研究・訓練・教育の為の情報交換と企画の提案。

・地震防災と兵庫行動計画実施に関連した政策の提案。こ
れは、国際防災戦略(ISDR)への提言を含む。

26

現在は、16のアクションプランを参加国で分担し、情報交換
しつつ目標の実現を目指している。

なお、このIPRED を通じた連携の一環として、2014 年に
は ” Guidelines for Earthquake Resistant Non-
Engineered Construction”（著者は、UNESCO専門家のA.
Arya博士、研修修了生(1962年)のTedy Boen博士、及び
研修事業に長年貢献した石山祐二博士）のUNESCO からの
出版に協力した。

第11回IPRED年次会合(ブカレスト、ルーマニア、
2019年6月)
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Ⅲ 開発途上国への技術協力との連携

UNESCOとの連携 （続き）
IPREDアクションプラン

主担当国・機関

AP1 現地調査に役立つデータベースの開発 建研(IISEE)
AP2 地震後の現地調査に関するシステムの確立 UNESCO
AP3 構造試験、地盤特性等に関する工学的データの共有促進 建研(IISEE)
AP4 強震観測ネットワークとそのデータ共有の推進 建研(IISEE)

AP5 地震学または地震工学に関する国際的又は地域的イベントによるUNESCOプロジェクトの普及 UNESCO

AP6 建築基準の他言語翻訳 エジプト

AP7 
地質学、地球物理学、地震学、土質動力学及び耐震工学上の最新の知見を用いた地震ハザード/リスク評価に基づく土地利
用規制の推進

トルコ

AP8 地震及び環境振動を用いた地震又は老朽化に対する構造ヘルスモニタリングに係る研究及び観測の推進 ペルー

AP9 補強・補修のための耐震診断の推進、専門家及び非専門家に対するガイドライン策定と研修実施、普及のための戦略作り エルサルバトル

AP10 建築物を対象とした耐震安全技術の革新と普及の推進 チリ

AP11 地震動のパラメータ、震度、人工的に引き起こされた地震に関する研究の推進 カザフスタン

AP12 建築基準の更新、運用に関する情報共有の推進 インドネシア

AP13 沖積谷又は盆地上に立地する都市でのマイクロゾーネーション手法の良好な実践結果の特定及び推進 ルーマニア

AP14 脆弱性に関する地震前、地震後の調査手法の推進 メキシコ

AP15 施工管理の普及推進 インドネシア

AP16 UNESCOによる学校安全性評価プロジェクトのための技術支援 エルサルバトル

注：アルジェリアは2017年から公式参加
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Ⅲ 開発途上国への技術協力との連携

国際地震工学協会（IAEE）との連携

地震災害は主として開発途上国で発生することから、国際
地震工学研修事業開始当初からIAEEとIISEEは協力関係
にある。

建築研究所は、世界の耐震設計基準の収集に関して国
際地震工学会（IAEE）と協力関係を結び、各国の耐震基
準の設計用応答加速度スペクトルに関する情報把握活動
の一環として、IISEEがIISEE-netで公開している耐震基
準データベースの更新を、国際地震工学研修の参加者から
得られる情報に基づいて随時更新すると共に、IAEEの
WEB上の出版物である Regulations for Seismic
Design - A World List（耐震基準）の4年に一度の更新
に2016年から継続的に協力している。この活動により、世
界の耐震技術者の相互理解とネットワーキングに貢献して
いる。

http://www.iaee.or.jp/

28
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Ⅳ 研修効果を充実させるための取組

建築研究所では、地震学や地震工学に関する国際的共
通課題の解決に貢献するため、ユネスコIPREDプロジェクト
等、研修参加者及び研修修了生の世界的ヒューマンネット
ワークを利用した地震防災技術に関する情報収集、及び研
修内容を充実させるための研究による新たな知見の蓄積や
日本の地震防災の既往技術の開発途上国への適用性の
検討を行い、各国の研究者や研修修了生が利用することの
できるよう、それらの知見・情報をIISEEホームページや出
版物により世界へ向けて積極的に発信している。加えて、国
際地震工学研修の英文講義ノート、Eラーニングシステム、
修士論文概要等を国際地震工学研修の広報と日本の地震
防災技術の普及の双方の観点により公開している。また、国
際会議・ワークショップ等開発途上国へ情報発信できる機
会を捉えて国際地震工学研修の広報を随時実施している。
さらに、研修修了生の研究活動をフォローアップし、研修事
業を研究活動にシームレスに繋げるために共同研究や共同
活動を実施している。

29

IISEEホームページ (http://iisee.kenken.go.jp/ )
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地震・津波減災技術の開発途上国への適用
建築研究所国際地震工学センターでは、基盤研究課題
「開発途上国の現状に即した地震・津波に係る減災技術
及び研修の普及に関する研究」により、開発途上国から
の地震・津波に係る我が国の減災技術に対するニーズに
対応するため、地震学・津波防災・地震工学分野について、
現地の実情に即した減災技術の適用化と情報共有化に
関する調査研究を、ユネスコや関連するJICAプロジェクト
と連携しつつ進めている。これらの検討結果は国際地震
工学研修での講義内容や研修員の個別指導に活用して
いるほか、これらをより実効性のあるものとするため、
IISEEホームページ上のIISEE-NETを通して、世界に向
けた情報発信を行っている。

Ⅳ 研修効果を充実させるための取組 （続き）

IISEE-NET
開発途上国における地震防災対策の支援のために有効な
技術情報を蓄積し、普及することを目的として開設した
IISEE-NETにより、研修参加者から収集した各国の耐震基
準、地震観測ネットワーク、地震被害等の情報を経験的距離
減衰式に関する情報等と共に発信している。
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Ⅳ 研修効果を充実させるための取組（2018年度の例、続き）
31

地震・津波情報ページ
建築研究所国際地震工学センターでは、国内外で大地震、
被害地震、津波が発生した際、当該地震・津波に関する情報
（地震・津波等の情報、内外機関のウェブサイトへのリンク）を
国際地震工学センターのウェブサイトに掲載している。

国際地震工学セミナーの実施

国際地震工学センターでは、2012（平成24）年度から、
地震学、地震工学、津波学の分野間の交流・連携を深める
ため、それぞれの分野及び境界領域で研究されている研
究者や国際地震工学研修の研修修了生に、英語で最新
の話題を提供して頂く国際地震工学セミナーを随時開催
している。

講師 所属等 演題

関 松太郎
建築研究所
特別客員研究員

日本の耐震診断とアメリカ
耐震技術の融合による既存
鉄筋コンクリート造建物の耐
震診断法の開発

今村 文彦
東北大学災害科学国
際研究所 災害リスク
研究部門 教授

パル地震津波とスンダ海峡
津波

2018年度国際地震工学セミナー実施一覧

地震・津波情報ページの例
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Ⅳ 研修効果を充実させるための取組（2018年度の例、続き）

インターネットを活用した情報発信

国際地震工学研修の概要、最新情報、関係する研究の
成果を英文及び和文のウェブサイトを通じて広く世界に向
けて発信している。下記のとおり、講義ノート、Eラーニング
システム、修士論文概要の公開を積極的に推進した結果、
2018年度の国際地震工学センターのウェブサイトのアク
セス件数は２００万件を超えた。1か月のアクセス件数は10
万件から30万件前後で推移しており、安定した情報発信
を実現している。
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英文講義ノートの公開と充実
建築研究所では、国際地震工学研修の内容を広く公開し、開
発途上国の地震被害の防止・軽減への貢献をさらに進めるた
め、ユネスコ及びJICA（国際協力機構）の協力のもと、2009
年３月より英文講義ノート「IISEE-UNESCOレクチャーノート」
の公開を開始している。英文講義ノート（レクチャーノート）は全
て研修講師が英語で作成したものであり、建築研究所国際地
震工学センターのホームページを通して全世界に対し無償で
公開している。英文講義ノートは、2018年度末時点で、67冊
公開している。

Eラーニングシステムの公開と充実
日本の地震防災技術の成果への普及に向け、講義ビデオ等
をインターネットにより聴講することができるEラーニングシステ
ムを2008年度に導入した。2018年度は、研修生の最終発表
会から選抜した7件を追加した。2018年度末時点で58件を
聴講することができるようになっている。
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Ⅳ 研修効果を充実させるための取組（2018年度の例、続き）

修士論文概要の公開と充実

最近の国際地震工学研修における研修成果を紹介するため、2008年度より国際地震工学通年研修に
おいて建築研究所と連携している政策研究大学院大学より修士号を取得した研修修了生の修士論文概要
（シノプシス）を公開している。2013年度まで合計158編のシノプシスを掲載している。2014年度分からは
アブストラクトを掲載することとし、2018年度までに104人分のアブストラクトを掲載した。

更に、2017年度通年研修生自らが、研究内容をより平易な言葉で要約した「Selected Abstracts of
Training Course 2017-2018（「平成29年度通年研修修士論文梗概セレクト集」」を作成・公開した。

33

公開している「平成29年度通年研修生の修士論文梗概セレクト」集
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Ⅳ 研修効果を充実させるための取組（2018年度の例、続き）

ソーシャルネットワークシステムによる情報発信

建築研究所国際地震工学センターでは、研修事業に関
する更なる情報発信および新規需要開拓を目指して、
2018年9月にFacebookページを開設し、10月より運用
を開始した。各研修コースの開閉講式、講義、発表会、セミ
ナー風景や研修旅行の様子を写真とともに紹介するととも
に、地震・津波情報ページが開設された際には当該ページ
へのリンクも掲載し、研修および研究内容に関する速報性
の高い情報発信を行なっている。元研修生や現研修生の
同僚を中心に多数のアクセスがあり、新規記事投稿後数
日間で記事へのアクセス件数は1,000件前後に達してい
る。
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TV等メディアからの取材対応による広報
2018年度には、日本放送協会（NHK）から通年研修の

閉講式の取材を受け、閉講式や研修生インタビューの様子
が、関東・甲信越及び茨城県内を対象にした２つのニュース
番組で放映されるとともに、ラジオ番組で全国に放送された。

NHKから取材を受ける研修生

IISEE FACEBOOK
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Ⅳ 研修効果を充実させるための取組（2018年度の例、続き）

出版物等による広報
国際地震工学研修の国内外での認知度向上のため、国内向

けには「国際地震学および地震工学研修年報 第44 巻」を、国外
向けには2017年度通年研修参加者の修士論文概要と投稿論文
を掲載した「Bulletin of the International Institute of
Seismology and Earthquake Engineering Vol. 53」を出版
し、研修生、研修修了生、講師など関係者及び国外関係機関の図
書館等に配布した。
これらに加え、７か国語（日英仏西露中亜）の研修紹介用チラシ
及び日英のパンフレットを、建築研究所への訪問者や、会議や技
術指導等の用務で出かけた際に配布した。

ヒューマンネットワークの維持：IISEEの出版物
人的ネットワークの維持のため、YEARBOOK（研修修了生名

簿）のを隔年発行している。また、国際地震工学センターの研修活
動の紹介、研修生の動向・研修旅行報告、国際会議等への参加
報告、研修修了生からの連絡等、研修に関連する内容を記事にし
たNewsletter（機関誌）を約1,000名を超える研修修了生等に
対して、毎月1回発行し、IISEEホームページで公開している。
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Ⅳ 研修効果を充実させるための取組（2018年度の例、続き）

ヒューマンネットワークの維持：研修修了生との情報交換
の活性化

国際会議や研究調査等で各国を訪れた際には積極的に
研修修了生と情報交換の機会を設けている。「汶川地震
10周年記念国際会議（第4回内陸地震に関する国際会議
及び第12回アジア地震学連合総会）、中国（成都）」、「ア
ジア・大洋州地球科学学会2018年総会、アメリカ(ホノル
ル）」、「第16回ヨーロッパ地震工学会議、ギリシャ(テッサ
ロニキ）」、また、中南米地震工学研修の在外補完研修（エ
ルサルバドル）、ネパールでの現地技術指導で各国を訪れ
た際に、約60名の研修修了生と再会できた。

中国（成都）で開催された汶川地震10周年記念国際会
議の期間中（5月12日～5月14日）には、会議場に設けら
れた展示スペースに、国際地震工学研修事業を紹介するた
めのブースを出展し、国際地震工学研修の歴史や現在実
施している各研修コースの概要を紹介し、訪問者に対して
研修紹介用パンフレットやチラシ（英語、中国語、アラビア
語）を配布して周知した

36

汶川地震10周年記念国際会議
の期間中に、会議場に設けられ
たIISEEの活動の周知・宣伝の
為の展示ブース及び研修修了生
との再会。
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Ⅳ 研修効果を充実させるための取組（2018年度の例、続き）

ヒューマンネットワークの構築・拡充

国際地震工学研修の参加者を増やし、より一層の地震
防災対策の向上を図るため、研修生の送り手側として想定
される7ヵ国（ミャンマー、トルコ、イラン、グアテマラ、インドネ
シア、キューバ、キルギス）延べ25の関係機関を訪問して現
地会合を開き、ヒアリングにより研修に対するニーズを把握
するとともに、研修内容、研修により期待される成果、効用、
応募プロセス等を周知するといった新しい取組を実施した。

同様の活動は、2019年度以降も継続しており11月には、
イラン・アルメニアの2ヵ国を訪問している。
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ミャンマー トルコ

イラン

グアテマラ

インドネシア キューバ

キルギス アルメニア
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Ⅳ 研修効果を充実させるための取組

研修修了生等との共同研究・共同活動

研修修了生の多くは研修内容と密接に関係する部署か
ら参加しており、帰国後も各々の専門分野で活躍している。
彼らの帰国後の活動は、現在の研修生にとって励みとなる
のに加え、研修事業や上記の地震・津波減災技術の開発
途上国への適用にとってのニーズ把握等にとって重要な情
報源であり、何よりも得難い人的リソースである。その活動
をフォローアップすることで、研修事業及びIISEEの人的
ネットワークをさらに発展させることが期待できる。

中南米地震工学研修のエルサルバドルでの在外補完研
修が数名のエルサルバドルの帰国研修生によって成り立っ
ているのは、その良い事例である。

近年には、研修参加者を主対象とするセミナーをアルジェ
リア、ペルー、エクアドル等の帰国研修生を講師として実施
した。また、ネパールの研修修了生との共同研究を地球規
模課題対応国際科学技術協力事業（SATREPS）により、
エルサルバドルの研修修了生とは建築研究所の運営交付
金により実施している。
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ネパールでの、研修修了生と協力したSATREPSプロジェクトの
実施状況

研修修了生が中心となり実現した、ドミニカ共和国における「中南米建
物耐震技術の向上・普及」研修フォローアップ
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Ⅳ 研修効果を充実させるための取組

研修修了生等との共同研究・共同活動(続き)
39

研修修了生が現地側リーダーを務めたJICA技術協力 アルジェ
リア「CGS 地震工学実験所アドバイザー」

研修修了生を中心に実施したニカラグア「マナグア湖南部流域に
おけるマルチ・ハザード研究」とそのフォローアップ

研修事業との密な連携を実現した、JICA技術協力 チリ「中南米防災
人材育成拠点化支援プロジェクト」

建築研究所は、JICAが実施する技術協力プロジェクトに
協力しているが、現地側のリーダーや、中核的人材として研
修修了生が活躍する事例が多い。これらの中には、研修修
了生が発案・申請して実施に至った例もある。人材育成の
為に、国際地震工学研修を計画的・積極的に利用すること
も多い。

また、海外で発生した地震被害の現地調査等で、建築研
究所の研究者が派遣された際に、現地側責任者を研修修
了生が担当している例も珍しくない。
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Ⅳ 研修効果を充実させるための取組

国内の地震災害で得られた知見の研修への反映（201８年度の例）

2011年3月11日に発生した東日本大震災に際して得
られた世界的に活用すべき数多くの知見を研修内容に反
映するため、東日本大震災の被害分析を講義内容に組み
込み、また、研修旅行に際しては被災地視察を組み入れて
いる。地震学コースにおいては、「緊急地震速報」の講義、
地震工学コースでは、「津波荷重・津波避難ビル」の講義
を引き続き実施し、東北方面研修旅行として被災地視察を
実施した。津波防災コースでは、引き続き、東日本大震災を
教訓にして改善された津波防災技術や「津波浸水計算」
や「津波避難計画」の講義を実施した。2018年度通年研
修の東北方面研修旅行に際しては、津波専門家による津
nami
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波被害の教訓・伝承の紹介と、震災からの復興過程を学べ
る地域として気仙沼市等の見学を実施した。

また２０１６年４月に発生した熊本地震では、震度７を観測
する地震が２度にわたり発生し、震源断層近傍の限られた地
域に被害が集中したが、稠密な地震・強震観測網内で発生
した既知の活断層に因る被害地震として大量の情報・知見
が得られている。これらの知見は、研修の講義において重要
な話題として研修参加者に説明されている。２０１8月年度通
年研修の関西方面研修旅行に際しては、南阿蘇村、熊本市、
益城町、西原村を訪れ、阿蘇大橋地区復旧工事現場、被災
建物、断層の痕跡等の見学を実施した。

東北視察旅行での見学（2018-2019通年研修） 2016年熊本地震被害現場の見学（2018-2019通年研修）
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Ⅴ これからの国際地震工学研修事業

60年間の歴史の中で、国際地震工学研修事業の使命は
時代と共に、また社会環境の変化と共に変化してきた。常に
最新の知見と技術を確実に取り入れつつ、必要な研修内容
を必要なレベルで必要な人々に対して実施していくためには、
各国の置かれている個別状況や要望等の情報を随時把握
し反映することにより、魅力ある研修に変えていく努力が必
要である。

これらの中には、アンケートでは把握しにくい情報も多く、
IISEEの職員は、アンケート調査と併行して、国際会議参加、
調査団派遣、セミナー講師等あらゆる機会を利用して研修
修了生や各国の地震・耐震工学・津波防災関係者と情報交
換を行っている。

これらの情報を踏まえ、IISEEは、

・開発途上国からの要望を踏まえての研修内容の充実と
効率化を進めた魅力的な研修、

・研修事業、国際技術協力プロジェクト、開発途上国を舞
台とした調査研究等を通じて培われ、維持されている世界的
な専門人材ネットワーク、
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・それらを通じて集積されていく専門技術情報の世界への
インターネット等を通じた発信、

・内外の機関・研究者・技術者の協力、連携、支援の集積、

を包括的に充実させ、国際的専門人材ネットワークのハブ機
関として開発途上国の地震・津波災害軽減に必要な活動を
今後も弛まず展開して行く。
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